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1.  22年2月期の業績（平成21年3月1日～平成22年2月28日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年2月期 34,253 35.8 3,618 77.6 3,622 80.1 2,110 83.3
21年2月期 25,221 26.2 2,037 95.0 2,011 93.6 1,150 96.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年2月期 282.04 276.14 47.7 45.1 10.6
21年2月期 487.82 477.92 51.4 39.4 8.1

（参考） 持分法投資損益 22年2月期  ―百万円 21年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年2月期 9,616 5,482 57.0 731.20
21年2月期 6,457 3,365 52.1 1,351.98

（参考） 自己資本   22年2月期  5,482百万円 21年2月期  3,365百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年2月期 2,499 △2,106 6 3,290
21年2月期 1,378 △43 603 2,891

2.  配当の状況 

（注）平成23年２月期配当については未定であります。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年2月期 

（予想） ― ― ― ― ― ―

3.  23年2月期の業績予想（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

18,274 12.4 1,691 △7.6 1,691 △7.6 981 △9.3 130.89

通期 40,076 17.0 3,806 5.2 3,806 5.1 2,207 4.6 294.43
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、22ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年2月期 7,497,600株 21年2月期 2,489,300株
② 期末自己株式数 22年2月期  72株 21年2月期  24株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお 
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想の利用にあたっての注意事項等について
は３ページ「１．経営成績 (1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 
２．平成21年９月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、海外経済の改善や政府の緊急経済対策の効果などを背景に、一部景気の持ち直し

基調が現れたものの、なお自立性は弱く、また雇用情勢の悪化懸念や海外景気の下振れ懸念など景気を下押しするリスク

が払拭できず、依然として厳しい状況にありました。 

 一方、当社の顧客の属するダイレクトマーケティング市場は、テレビ、インターネット、モバイル等を効率的に活用

し、生活スタイルの変化、嗜好の多様化、低価格志向の高まりといった消費者のニーズに迅速かつ的確に対応することに

より、引き続き堅調な成長を続けました。 

 このような市場環境の下、当社においては、前事業年度に引き続き、ダイレクトレスポンス手法により商品あるいはサ

ービスの販売を試みるダイレクトマーケティング実施企業に対して、商品開発、表現企画、媒体選定、受注、顧客管理と

いったバリューチェーンの各局面で、最適なソリューションの提供に努めてまいりました。 

 この結果、当事業年度の経営成績は、以下のとおりとなりました。 

  

（売上高） 

当社の既存顧客企業、新規顧客企業のテレビ通販事業は総体的に堅調に推移し「メディア枠提供」におけるテレビ番

組放送枠やテレビCM 放送枠の取扱、「表現物制作」におけるテレビ番組制作やテレビCM 制作、「受注管理」におけるコ

ールセンターオペレーションの取扱が、前事業年度に引き続き増加しました。加えて、新規顧客企業に対する成長支援を

積極的に行い、新規顧客企業との取引が増加しました。この結果、当事業年度の売上高は34,253,370千円（前年同期比

35.8％増）となりました。 

  

（売上総利益） 

当社の顧客企業のテレビ通販事業の拡大に伴って、当社のメディア取引額も増加した結果、当事業年度の売上総利益

は4,857,033千円（前年同期比59.4％増）となりました。主な売上原価の内容は、媒体費25,665,895千円（前年同期比

33.6％増）、外注費3,363,743千円（前年同期比36.0％増）であります。 

  

（販売費及び一般管理費） 

当事業年度の販売費及び一般管理費は1,238,432千円（前年同期比22.6％増）となりました。主な内容は、人件費

584,271千円（前年同期比27.9％増）、地代家賃88,417千円（前年同期比21.0％増）、業務委託費71,744千円（前年同期

比9.4％増）であります。 

  

（営業利益） 

上記の結果、当事業年度の営業利益は3,618,600千円（前年同期比77.6％増）となりました。 

  

（営業外収益、営業外費用） 

当事業年度の営業外収益は3,763千円（前年同期比3.0％減）、営業外費用は84千円（前年同期比99.7％減）となりま

した。営業外収益の主な内容は、受取利息3,023千円等であります。 

  

（経常利益） 

上記の結果、当事業年度の経常利益は3,622,279千円（前年同期比80.1％増）となりました。 

  

（特別利益、特別損失） 

当事業年度の特別損失は3,989千円となりました。主な内容は事務所増床に伴う固定資産除却損3,989千円でありま

す。特別利益はありません。 

  

（当期純利益） 

 税引前当期純利益3,618,290千円から法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計1,508,203千円を差引後、当事

業年度の当期純利益は2,110,087千円（前年同期比83.3％増）となりました。 

  

②次期の見通し 

次期におけるダイレクトマーケティング市場は、生活スタイルの変化、嗜好の多様化、低価格志向の高まりといった

消費者のニーズに迅速かつ的確に対応できる市場として、ますますその存在感を増し、引き続き堅調な成長を続けるもの

と考えております。 

  

１．経営成績
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このような環境下、当社は、次の３つを柱とする中期事業戦略を前期より遂行しているところであり、２年目にあた

る今期も戦略達成に向け、引き続き尽力していく次第であります。 

  

(i)既存事業の拡大への取り組み 

既存顧客企業との取引規模の拡大及び新規顧客企業の開拓、新しい業種に対してのダイレクトマーケティング支援活

動の推進、テレビCMの取扱額の拡大等により、既存事業のさらなる拡大を推し進めてまいります。 

  

(ii)ソリューションサービスの強化 

コールセンターオペレーション等の受注業務や、物流・決済業務等のソリューションサービスのさらなる強化を図っ

てまいります。 

  

(ⅲ)クロスメディア展開の推進 

テレビ番組・テレビCMをインターネット、モバイル、新聞・雑誌等の平面媒体等の他メディアに展開させる、クロス

メディアのさらなる推進を図ってまいります。 

  

 なお、上記取組により、売上高については高い成長を目指してまいりますが、新たなメディアの取扱増加等により、売

上原価率については若干の上昇が見込まれます。加えて、上記取組に際し必要な人員の増強等により、人件費を中心とし

た販売管理費の増加が見込まれます。 

  

以上を踏まえ、平成23年２月期の業績予想につきましては、売上高40,076百万円（前年同期比17.0％増）、営業利益

3,806百万円（前年同期比5.2％増）、経常利益3,806百万円（前年同期比5.1％増）、当期純利益2,207百万円（前年同期

比4.6％増）を見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況 

当事業年度における総資産は、前事業年度末と比較して3,158,904千円増加し、9,616,483 千円となりました。その主

な内容は下記のとおりであります。 

  

（流動資産） 

流動資産については、前事業年度末と比較して月次売上が増加したことにより売掛金残高が1,111,851千円増加し

3,936,128千円となり、また現金及び預金が2,449,272千円増加し5,340,590千円となったこと等により、前事業年度末と

比較して3,577,058千円増加し、9,352,986千円となりました。 

  

（固定資産） 

有形固定資産については、前事業年度末と比較して47,873千円増加し103,950千円となりました。無形固定資産につい

ては、27,081千円増加し30,592千円となりました。投資その他の資産については、差入保証金の減少等により、493,108

千円減少し128,954千円となりました。結果として、固定資産は、前年事業年度末と比較して418,154千円減少し、

263,497 千円となりました。 

  

（流動負債） 

流動負債については、月次の仕入額の増加により買掛金が461,703千円増加し2,561,155 千円となり、法人税等の計上

により未払法人税等が446,034千円増加し1,117,931千円となりました。結果として、前事業年度末と比較して1,035,597

千円増加し4,115,359千円となりました。 

  

（固定負債） 

固定負債については、前事業年度末と比較して6,569千円増加し18,946千円となりました。 

  

（純資産） 

純資産については、当期純利益の計上により繰越利益剰余金が2,110,087千円増加したことにより、前事業年度末に比

較して2,116,737千円増加し5,482,178千円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物(以下、資金という)は前事業年度から399,272千円増加し3,290,590 千円とな

りました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況と主な内容は、次のとおりであります。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、営業活動によって得られた資金は2,499,504千円となりました。これは主に税引前当期純利益

3,618,290千円を計上したことに加え、営業保証金の返還による収入が500,000千円発生したこと、業容の拡大により仕入

債務が461,703千円増加したこと等の一方で、売上債権が1,111,851千円増加し、法人税等の支払いが1,131,214千円発生

したこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、投資活動に使用した資金は2,106,881千円となりました。これは定期預金の預入による支出等に

よるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、財務活動によって得られた資金は6,649千円となりました。ストック・オプションの行使に伴う

株式の発行によるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移  

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

(注)１．各指標はいずれも財務数値により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

  ３．営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま  

す。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としております。

また利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  ４．平成21年２月期及び平成22年２月期は、期末時点の有利子負債残高がないため、キャッシュフロー対有利子負債

比率を記載しておりません。 

    

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつとして認識しておりますが、同時に財務基盤の強化及び

今後の持続的成長のため内部留保の充実にも重点を置く必要があると考えております。 

当社は現在、成長過程にあると考えております。従って、内部留保の充実を図り、当社の成長機会に使用し、なお一

層の業容の拡大を目指すことが、企業価値を高め、株主の皆様に対する利益還元につながるとの認識から、配当を実施し

ておりません。 

将来的な株主の皆様への利益還元につきましては、経営成績及び財政状態を勘案して決定していく方針であります。 

また、内部留保資金については、財務体質及び経営基盤の強化、資本提携を含めた重点分野への投資等に使用する方

針であります。 

  

(4）事業等のリスク 

 以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につきましても、投資家の投資判断上、重要であると考えら

れる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。 

 当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針ではあります

が、本株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載事項を慎重に検討したうえで、行われる必要があると

考えております。また、以下の記載は本株式への投資に関連するリスク全てを網羅するものではありませんので、この点

にご留意ください。 

  平成21年２月期 平成22年２月期 

自己資本比率(％) 52.1 57.0 

時価ベースの自己資本比率(％) 127.2 214.6 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍）（注）４ － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 340.1 29,693.8 
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 なお、記載された将来に関する事項は、提出日現在入手可能な情報に基づき当社が判断したものであります。 

 

１. 事業内容に関するリスク 

① 国内の景気動向の影響について 

 当社が提供する各種サービスは、景気動向の影響を受けやすい広告宣伝支出とは異なり、ダイレクトマーケティング事

業を実施する企業の商品販売において、販売に直接関連するため必須の支出である場合が多く、相対的に景気動向の影響

を受けづらい傾向にあります。 

 しかしながら、国内における景気動向の変化に伴い、いわゆる買い控え等消費動向に急激な変化が生じ、当社顧客企業

の業績が急速に悪化する可能性は否定できず、かかる場合において当社が迅速かつ十分に対応できない場合には、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② ダイレクトマーケティング市場の成長性について 

当社の顧客企業が属するダイレクトマーケティング市場は、メディア環境の急速な発達及び多様化も相まって、近年

成長を続けております。 

しかしながら、国内における景気動向、消費動向等の経済情勢の変化等により、その成長が止まる可能性は否定でき

ず、かかる場合において当社が迅速かつ十分に対応できない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ メディア環境の変化について 

当社は、ダイレクトマーケティングにて使用されるメディア枠として、テレビ番組放送枠あるいはテレビCM放送枠

が、今後も重用され続けることを想定し、引き続きテレビを使用したソリューションの提供を拡大してまいります。 

 しかしながら、メディア環境や消費動向が変化し、インターネット、モバイル等テレビ以外のメディアを使用したダイ

レクトマーケティングが当社の想定以上に成長する等の事由により、顧客企業のテレビ番組放送枠やテレビCM放送枠等に

対する需要が低下する可能性は否定できず、かかる場合において当社が迅速かつ十分に対応できない場合には、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④ メディア枠の安定確保について 

 当社の主要な収益要素であるメディア枠の販売において、テレビ番組放送枠の販売が大きなウェートを占めております

が、当社では、テレビ番組放送枠の確保・販売に加え、テレビCM、ラジオ、インターネット、モバイル、新聞、雑誌、折

込チラシ等のSPメディア、店頭等、多様なメディアの確保・販売を積極的に展開しております。 

 しかしながら、今後、大手新規参入企業や大手広告代理店業者等が巨大な資本力を活かしてテレビ番組放送枠等の高値

による買占めを行った場合、もしくはテレビ局がダイレクトマーケティング事業者に供給するテレビ番組放送枠等の供給

量を減枠した場合、当社の計画通りにテレビ番組放送枠等を確保・販売できなくなる可能性は否定できず、かかる事態と

なった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ テレビ番組放送枠の一括先行仕入について 

 当社の主要な収益要素であるメディア枠提供のうち、最も大きなウェートを占めるテレビ番組放送枠の仕入において、

当社では、当社顧客企業からのオーダーに応じて購入する受注発注型仕入に加え、当社の判断にて先行的にオーダーし購

入する先行仕入を実践しております。 

 また当社では、先行仕入を行う際、複数の番組枠を一括して購入する一括仕入や事前に定めた期間にて継続的に購入す

る期間継続仕入を実践しており、安価かつ大量のテレビ番組放送枠仕入を実現するとともに、仕入先である媒体社や広告

代理店との信頼関係の構築と取引関係の安定化を実現しております。 

 当社では、予め顧客企業のニーズを集約した販売計画を立案したうえで仕入計画を立案し、一括仕入や期間継続仕入を

実践しているため、仕入れた全ての番組枠を顧客企業に対し販売しておりますが、顧客企業の急激な販売不振や視聴者の

テレビ視聴動向の急激な変化等、当社が想定していない事態が発生し、予め立案した販売計画の大幅な変更を余儀なくさ

れた場合において当社が迅速かつ十分に対応できない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥ 成長支援型新規顧客獲得戦略について 

商品やサービスを販売する企業がテレビ番組通販市場に新規参入するには、初期準備費用に充当可能な資金やインフ

ラ整備等が必要とされるため、その参入が困難な場合があります。 

 当社は、そのような新規参入希望企業の中から、優れた商品や高い企画力を有し成長が期待できる企業、あるいは成長

が期待できる商品を選別し、当該企業あるいは当該商品のダイレクトマーケティング事業が成長するまでの一定期間にお

いて、メディア枠の販売又は表現物の制作におけるコスト面の協力や、当社の各種ソリューションの提供により当該企業

又は商品の成長を支援する、独自の新規顧客獲得戦略を採用するとともに、当該ダイレクトマーケティング事業の成長に

伴い当社の売上及び利益の拡大を実現しております。 
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成長支援の遂行に際しては、当社にて成長支援計画を立案の上、当社の各種ソリューションサービスの継続的な提供

を行っておりますが、当該企業あるいは当該商品のダイレクトマーケティング事業が成長するまでの間において、当該企

業への各種ソリューションの提供にて発生するコストの一部を、負担額に限度を設けた上で当社が負担する場合がありま

す。 

 当社では、支援した顧客企業あるいは商品が計画通りに成長しない可能性も考慮にいれて計画を立案しておりますが、

当該顧客企業あるいは商品が当社の想定以上に成長しない可能性は否定できず、かかる場合において当社が一時的かつ限

定的に負担した各種ソリューションサービスに係るコストを回収できない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

⑦ 主要顧客企業への依存について 

 当社の全売上高に占める割合が10.0％以上となる主要顧客企業の数及び売上高の割合の合計は、平成21年２月期におい

て５社にて65.3％、平成22年２月期において３社にて41.4％と大幅に低下しているものの、その依存度はなお高いものと

なっております。当社は、今後において、当該顧客企業との取引額に関しても継続的に拡大を目指しつつ、新規顧客企業

等、当該顧客企業以外との取引額の拡大を推進し、特定顧客企業への依存の低減に努めてまいりますが、当該顧客企業の

業績不振やメディア出稿の停止等何らかの急激な変化等の事情により、当該顧客企業との取引額が大幅に減少した場合、

もしくは当該顧客企業との取引の継続が困難な事態に陥った場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧ 特定仕入先への依存について 

当社は、株式会社大広より、テレビ番組放送枠、テレビCMを始めとするメディア枠等を仕入れております。当社の全

仕入高に占める株式会社大広からの仕入高の割合は、平成21年２月期おいて62.7％、平成22年２月期において53.5％と大

幅に低下しているものの、その依存度はなお高いものとなっております。 

 株式会社大広は当社の代表取締役３名が以前に従事していた会社であり、当社設立以来良好な取引関係を継続してお

り、安定度の高い仕入先として認識しておりますが、株式会社大広の何らかの急激な変化等の事情により、同社との取引

契約期間の満了後、適切な条件で再合意に至らなかった場合、解除条項に抵触し契約が終了した場合、その他同社との取

引の継続が困難な事態に陥った場合において当社が迅速かつ十分に対応できない場合には、当社の業績に重大な影響を及

ぼす可能性があります。 

 

⑨ 外注先の確保について 

当社は、テレビ番組制作をはじめとする各種表現物の企画・制作及びコールセンター業務の提供等において、企画立

案は自社内にて行うものの、実作業は各分野における専門会社及び専門スタッフに外注しております。 

 これまで当社は、十分なスキルとノウハウを有し、かつ当社又は顧客企業のニーズに応える品質を維持できる外注先を

安定確保できており、また、当該外注先と良好なパートナーシップ関係を構築しております。 

 しかしながら、外注先の何らかの事情により、当社との取引が継続できなくなった場合、もしくは当社又は顧客企業が

要求する品質の維持ができなくなった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑩ 商品在庫について 

当社は、商品を商品メーカーあるいは商品ベンダーより仕入れ、顧客企業あるいは商品卸業者に販売する商品BtoB 取

引を行っておりますが、当該商品の仕入に際し、顧客企業のニーズに即した仕入を実施し、現在は在庫を有しておりませ

ん。 

 しかしながら、何らかの事情により、仕入商品を予定通りに販売できず、過剰な商品在庫が発生し、適切な在庫管理体

制を整備できなかった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑪ 競合会社の参入について 

当社の顧客企業が属するダイレクトマーケティング市場は、近年拡大を続けているため、当社のビジネスモデルと同

様のビジネスモデルを掲げる新たな当社の競合企業が誕生し、今後も増加する可能性があります。 

 当社は、事業特長である『トータルソリューションサービス』を展開し、かつ独自の新規顧客獲得戦略を採用すること

により、他社との差別化を図り、継続的な事業成長に努めておりますが、そのような競合企業の参入により、当社の優位

性が失われ、計画通りの仕入が実施できない可能性、あるいはそのような競合企業と当社の主要顧客企業との間で取引が

開始され、当社と当該顧客企業との取引が縮小される可能性は否定できず、かかる事態となった場合には、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑫ 新規事業について 

 当社は、今後も持続的な成長を実現するために、ダイレクトマーケティングに関する新たな事業に、積極的に取り組ん

でいく方針であります。また、そのために他社との提携やM＆A 等も含めて検討を行ってまいります。 
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 しかしながら、新規事業を遂行していく過程において、事業環境の急激な変化や、事後的に表面化する提携やM＆A の

相手先企業との不調和等の予測困難なリスクが発生する可能性は否定できず、かかる場合において当初の事業計画を達成

できない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

２. 法的規制に関するリスク 

当社が取り扱うメディア枠は、各種メディアにおける規制・基準・方針等の影響を受けます。例えば、テレビ番組放

送枠やテレビCM については、「放送法」等の関係法令の法的規制、総務省等の監督官庁又は社団法人日本民間放送連盟

等の業界団体が定める規制・基準・方針等の影響を受けます。さらに、メディアにおける表現方法等については、各種メ

ディアにおける放送・掲載方法や規制・基準・方針等の影響を受けます。また、当社の外注等の商行為は、「下請代金支

払遅延等防止法」等の法的規制の影響を受けます。 

 これらの法規制等の導入・強化・改正等に対して当社が適切に対応できない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 また、当社の顧客企業の商行為は、「不当景品類及び不当表示防止法（いわゆる景品表示法）」、「薬事法」、「健康

増進法」等、主にダイレクトマーケティング事業に関わる法的規制、また、各種メディアにおける放送・掲載方法や規

制・基準・方針等の影響を受けます。 

 これらの法規制等の導入・強化・改正等に対して当社の顧客企業が適切に対応し得ず、かつ当社が当該顧客企業に対し

適切な対応を怠った場合には、顧客企業の業績が悪化する可能性があり、かかる事態となった場合には、間接的に当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

３. 会社組織に関するリスク 

① 特定人物への依存について 

当社創業者の１人である代表取締役CMO 中村恭平は、平成22年４月１日付で代表権のない取締役CMOに異動し、また、

平成22年５月27日開催予定の当社第４期定時株主総会及び取締役会後に、同日付で取締役相談役（非常勤）に就任する予

定です。 

当人は、当社設立以前よりダイレクトマーケティング事業に関わり、豊富な経験及び当社が有する各種ソリューショ

ンメニューに関する高いスキルとノウハウを有するとともに、当社の主要な顧客企業及び仕入先とのリレーションにおい

ても、大きな役割を担っておりましたが、当社では、組織の体系化やミドルマネジメント層をはじめとする人材育成の強

化等を推し進め、既に当人に過度に依存しない体制を構築しているため、当異動及び就任による当社の業績への大きな影

響はないと考えております。 

 しかしながら、何らかの理由により従来業務遂行に支障をきたす可能性は否定できず、かかる事態となった場合には、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社創業者である代表取締役CEO 妹尾勲及び代表取締役COO 丸田昭雄が、何らかの事由により当社の業務を継続

することが困難となった場合においても、業務遂行に支障をきたす可能性は否定できず、かかる事態となった場合には、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 人材の確保と定着について 

当社は、平成22年２月28日現在、役員７名、従業員62名、派遣社員9名と小規模組織で事業を展開しており、また、内

部管理体制も規模に応じた形で運用しております。 

 当社は、業務の拡大に伴って、恒常的な人材募集広告や人材紹介サービスの活用により、必要な人材の確保に努めてお

ります。また、より優秀な人材を確保し、かつ必要な人材の流出を最小限に抑えるため、従業員の能力向上のための人材

教育プログラムの導入による人材育成の強化に努めるとともに、ストックオプション制度等のインセンティブ制度を導入

しております。また、人員の増強に併せ、より一層の内部管理体制の充実を図る方針であります。 

 しかしながら、必要とする人材を当社の計画通りに確保できなかった場合、適時適切に人員規模に応じた内部管理体制

を運用できなかった場合、また、必要な人材の流出が発生した場合、事業拡大に制約を受ける可能性は否定できず、かか

る事態となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

４. その他 

① 個人情報等の漏洩の可能性について 

 当社では、顧客企業の個人情報を取り扱うことがあり、当該個人情報の管理については、退職者も含めた従業員に対す

る秘密保持の義務化、当該個人情報を取り扱う当社の外注先に対する監視・指導の徹底、ハードウェアの整備等、ソフト

面及びハード面における対策を講じることにより、個人情報等の漏洩リスクを最小限に抑え、平成17年４月１日に全面施

行された「個人情報の保護に関する法律」の遵守に努めております。 

 その結果、平成20年２月20日付にて財団法人日本情報処理開発協会よりプライバシーマークの付与認定を受けておりま

す。 
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 しかしながら、全てのリスクを完全に排除することは困難であり、個人情報の漏洩等のトラブルが発生する可能性は否

定できず、かかる事態となった場合には、損害賠償請求や信用の低下等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

② 知的財産権について 

当社は提出日現在において、提供する商品・サービス及び制作する表現物等に対して、第三者より知的財産権に関す

る侵害訴訟等を提起する等の通知は受けておりません。 

 しかしながら、当社が提供する商品・サービス及び制作する表現物等に対して、特許侵害その他により第三者から知的

財産権に関する侵害訴訟等を提訴される可能性を完全に排除することは困難であり、かかる訴訟等を受ける可能性があり

ます。また一方、当社が所有する知的財産権について、第三者によって侵害され、訴訟等となる可能性もあります。 

かかる事態となった場合、その経過又は結果によっては、当社の業績及び社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ 訴訟等について 

当社は提出日現在において、訴訟・紛争には関与しておりません。 

しかしながら、様々な事由により、今後直接又は間接的に何らかの訴訟・紛争に関与することとなる可能性は否定でき

ず、かかる事態となった場合、その経過又は結果によっては、当社の業績及び社会的信用に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

④ 新株予約権について 

当社では、役員及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を高め、また、優秀な人材を確保する目的で、新株予約権

を発行しております。平成22年２月28日現在、新株予約権による潜在株式総数は152,400株であり、発行済株式総数

7,497,600株の2.0％にあたります。当社では、今後も適宜新株予約権の発行を予定しており、発行された新株予約権の行

使により発行された新株は、将来的に当社株式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成に影響

を及ぼす可能性があります。 

 また、新株予約権の発行にかかる会計処理の変更により、今後発行する新株予約権について発行価額と時価との関係か

ら費用計上が必要となる場合があり、かかる場合にも当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ ベンチャーキャピタルによる株式所有について 

平成22年２月28日現在の当社の発行済株式総数7,497,600株のうち、ベンチャーキャピタル及びベンチャーキャピタル

が組成した投資事業組合が所有している株式数は680,000株で、その所有割合は9.1％です。 

 一般的にベンチャーキャピタル及び投資事業組合による株式の所有目的は、株式上場後に株式を売却してキャピタルゲ

インを得ることにあるため、今後所有する株式の全部又は一部を売却する可能性があり、かかる場合には当社株式の市場

価格に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥ 配当政策について 

 当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつとして認識しておりますが、同時に財務基盤の強化及び今

後の持続的成長のため内部留保の充実にも重点を置く必要があると考えております。 

 当社は現在、成長過程にあると考えております。従って、内部留保の充実を図り、当社の成長機会に使用し、なお一層

の業容の拡大を目指すことが、企業価値を高め、株主の皆様に対する利益還元につながるとの認識から、配当を実施して

おりません。 

 将来的な株主の皆様への利益還元につきましては、経営成績及び財政状態を勘案して決定していく方針であります。 
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 平成21年２月期決算短信（非連結）（平成21年３月31日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開

示を省略します。  

 当該決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

 http://www.tri-stage.jp/ir/ 

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

   

２．企業集団の状況
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平成21年２月期決算短信（非連結）（平成21年３月31日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示

を省略します。  

 当該決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

 http://www.tri-stage.jp/ir/ 

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年２月28日) 

当事業年度 
(平成22年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,891,318 5,340,590

売掛金 2,824,277 3,936,128

前払費用 19,278 15,432

繰延税金資産 55,674 109,665

その他 2,324 1,802

貸倒引当金 △16,945 △50,633

流動資産合計 5,775,927 9,352,986

固定資産   

有形固定資産   

建物 34,138 71,842

減価償却累計額 △8,448 △12,489

建物（純額） 25,689 59,353

工具、器具及び備品 57,190 82,285

減価償却累計額 △26,802 △37,687

工具、器具及び備品（純額） 30,387 44,597

有形固定資産合計 56,077 103,950

無形固定資産   

ソフトウエア 3,511 30,592

無形固定資産合計 3,511 30,592

投資その他の資産   

差入保証金 603,083 103,083

繰延税金資産 18,979 25,870

投資その他の資産合計 622,062 128,954

固定資産合計 681,651 263,497

資産合計 6,457,579 9,616,483

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,099,452 2,561,155

未払金 159,176 246,836

未払費用 18,952 22,120

未払法人税等 671,896 1,117,931

未払消費税等 68,667 106,411

役員賞与引当金 58,800 57,150

その他 2,816 3,753

流動負債合計 3,079,761 4,115,359

固定負債   

退職給付引当金 12,376 18,946

固定負債合計 12,376 18,946
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年２月28日) 

当事業年度 
(平成22年２月28日) 

負債合計 3,092,137 4,134,305

純資産の部   

株主資本   

資本金 627,318 630,642

資本剰余金   

資本準備金 617,318 620,642

資本剰余金合計 617,318 620,642

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,120,882 4,230,970

利益剰余金合計 2,120,882 4,230,970

自己株式 △77 △77

株主資本合計 3,365,441 5,482,178

純資産合計 3,365,441 5,482,178

負債純資産合計 6,457,579 9,616,483
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年３月１日 

 至 平成21年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高   

ソリューション売上高 24,675,839 33,841,483

商品売上高 545,500 411,887

売上高合計 25,221,340 34,253,370

売上原価   

ソリューション売上原価 21,682,389 29,029,639

商品売上原価 491,339 366,698

売上原価合計 22,173,729 29,396,337

売上総利益 3,047,611 4,857,033

販売費及び一般管理費   

役員報酬 74,120 88,350

給料及び手当 273,761 367,085

賞与 126,755 143,484

役員賞与引当金繰入額 58,800 57,150

退職給付費用 5,349 7,795

法定福利費 50,983 65,906

旅費及び交通費 51,918 56,318

業務委託費 65,576 71,744

地代家賃 73,056 88,417

減価償却費 15,457 29,709

研究開発費 3,110 1,350

貸倒引当金繰入額 4,283 33,688

その他 206,769 227,433

販売費及び一般管理費合計 1,009,939 1,238,432

営業利益 2,037,671 3,618,600

営業外収益   

受取利息 3,708 3,023

その他 171 739

営業外収益合計 3,880 3,763

営業外費用   

支払利息 4,654 84

株式交付費 1,655 －

上場関連費用 23,877 －

その他 12 －

営業外費用合計 30,198 84

経常利益 2,011,353 3,622,279

特別損失   

固定資産除却損 － 3,989

特別損失合計 － 3,989

税引前当期純利益 2,011,353 3,618,290
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年３月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

法人税、住民税及び事業税 887,201 1,569,085

法人税等調整額 △26,828 △60,882

法人税等合計 860,373 1,508,203

当期純利益 1,150,979 2,110,087
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１．ソリューション売上原価 

（注）１．媒体費は、テレビ番組枠やテレビCM、インターネット＆モバイル、ラジオ、雑誌等のメディア枠から構成さ

れております。 

２．外注費は、表現制作物の制作、コールセンター業務の委託、その他ソリューションの外注等から構成されて

おります。 

２．商品売上原価 

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成20年３月１日 
至 平成21年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 媒体費    19,209,470  88.6  25,665,895 88.4 

Ⅱ 外注費    2,472,918  11.4  3,363,743 11.6 

ソリューション売上原価    21,682,389  100.0  29,029,639  100.0

    
前事業年度 

（自 平成20年３月１日 
至 平成21年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 期首商品たな卸高    －  －  －  －

Ⅱ 当期商品仕入高    491,339  100.0  366,698 100.0 

合計    491,339  100.0  366,698  100.0

Ⅲ 期末商品たな卸高    －        －      

商品売上原価    491,339        366,698      

㈱トライステージ（2178）　平成22年２月期　決算短信（非連結）

16



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年３月１日 

 至 平成21年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 75,318 627,318

当期変動額   

新株の発行 552,000 3,324

当期変動額合計 552,000 3,324

当期末残高 627,318 630,642

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 65,318 617,318

当期変動額   

新株の発行 552,000 3,324

当期変動額合計 552,000 3,324

当期末残高 617,318 620,642

資本剰余金合計   

前期末残高 65,318 617,318

当期変動額   

新株の発行 552,000 3,324

当期変動額合計 552,000 3,324

当期末残高 617,318 620,642

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 969,902 2,120,882

当期変動額   

当期純利益 1,150,979 2,110,087

当期変動額合計 1,150,979 2,110,087

当期末残高 2,120,882 4,230,970

利益剰余金合計   

前期末残高 969,902 2,120,882

当期変動額   

当期純利益 1,150,979 2,110,087

当期変動額合計 1,150,979 2,110,087

当期末残高 2,120,882 4,230,970

自己株式   

前期末残高 － △77

当期変動額   

自己株式の取得 △77 －

当期変動額合計 △77 －

当期末残高 △77 △77
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年３月１日 

 至 平成21年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

株主資本合計   

前期末残高 1,110,538 3,365,441

当期変動額   

新株の発行 1,104,000 6,649

当期純利益 1,150,979 2,110,087

自己株式の取得 △77 －

当期変動額合計 2,254,902 2,116,737

当期末残高 3,365,441 5,482,178

純資産合計   

前期末残高 1,110,538 3,365,441

当期変動額   

新株の発行 1,104,000 6,649

当期純利益 1,150,979 2,110,087

自己株式の取得 △77 －

当期変動額合計 2,254,902 2,116,737

当期末残高 3,365,441 5,482,178
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年３月１日 

 至 平成21年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 2,011,353 3,618,290

減価償却費 15,457 29,709

固定資産除却損 － 3,989

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,283 33,688

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 31,200 △1,650

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,349 6,569

受取利息 △3,708 △3,023

支払利息 4,654 84

売上債権の増減額（△は増加） △713,843 △1,111,851

仕入債務の増減額（△は減少） 456,151 461,703

未払金の増減額（△は減少） 46,416 35,888

未払消費税等の増減額（△は減少） 27,216 37,744

営業保証金の増減額(△は増加) － 500,000

その他 19,365 17,586

小計 1,903,894 3,628,729

利息の受取額 3,550 2,073

利息の支払額 △4,053 △84

法人税等の支払額 △524,760 △1,131,214

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,378,631 2,499,504

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △21,261 △24,167

無形固定資産の取得による支出 △377 △32,714

定期預金の預入による支出 － △2,050,000

差入保証金の差入による支出 △21,683 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,322 △2,106,881

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △500,000 －

株式の発行による収入 1,104,000 6,649

自己株式の取得による支出 △77 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 603,922 6,649

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,939,232 399,272

現金及び現金同等物の期首残高 952,085 2,891,318

現金及び現金同等物の期末残高 2,891,318 3,290,590
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 該当事項はありません。  

   

（５）継続企業の前提に関する注記
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（６）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成20年３月１日 
至 平成21年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

月次総平均法による原価法 

商品 

 月次総平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物        ：３～18年 

工具、器具及び備品 ：２～15年 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物        ：３～18年 

工具、器具及び備品 ：３～15年 

  (2）無形固定資産 

 自社利用目的のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

  

 － 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に備えるた

めに、当期に負担すべき支給見込額を

計上しております。 

(2）役員賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末の自己都合要支給額を退職

給付債務として計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資でありま

す。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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（７）重要な会計方針の変更

（会計方針の変更）

前事業年度 
（自 平成20年３月１日 
至 平成21年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

― （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 商品については、従来、月次総平均法による原価法によ

っておりましたが、当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」 （企業会計基準第９号 平成18年７月５

日公表分）が適用されたことに伴い、月次総平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定しております。 

 なお、この変更に伴う損益への影響はありません。 

  

（８）財務諸表に関する注記事項

（持分法損益等）

前事業年度 
（自 平成20年３月１日 
至 平成21年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

 当社には、関連会社がないため、該当事項はありませ

ん。 

 同左  
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（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年３月１日 
至 平成21年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

  

１株当たり純資産額 1,351円98銭

１株当たり当期純利益金額 487円82銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
477円92銭

  

 当社は平成21年９月１日付で普通株式１株につき３株

の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。  

１株当たり純資産額 円 銭731 20

１株当たり当期純利益金額 円 銭282 4

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
円 銭276 14

１株当たり純資産額 円 銭450 66

１株当たり当期純利益金額 円 銭162 61

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
円 銭159 31

  
前事業年度 

（自 平成20年３月１日 
至 平成21年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

１株当たり当期純利益金額            

 当期純利益（千円）  1,150,979  2,110,087

 普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

 普通株式に係る当期純利益（千円）  1,150,979  2,110,087

 期中平均株式数（株）  2,359,426  7,481,529

             

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

 当期純利益調整額（千円）  －  －

 普通株式増加数（株）  48,889  159,828

 （うち新株予約権（株））  (48,889)     (159,828) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

 －  －

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年３月１日 
至 平成21年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。  同左 
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 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、リース取引、有価証券、デリバティ

ブ取引、関連当事者情報、税効果会計、退職給付、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

（開示の省略）
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(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

 平成22年３月29日開示の「代表取締役の異動及び新経営体制に関するお知らせ」に記載のとおりであります。 

② その他の役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

(2）その他 

該当事項はありません。 

  

  

５．その他
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